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別紙のとおり  

 

大 臣 官 房 長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

令和８年度における国土交通省直轄事業の入札及び契約に 

関する事務の執行について 

 

令和８年度国土交通省所管事業の執行については、令和８年４月 14 日付け国会公

第 234号により事務次官から貴職あて通知したところであるが、入札及び契約手続に

おける一層の透明性及び競争性の確保、公共工事の品質確保やその担い手の中長期的

な確保・育成等を図る観点から、その実施に当たっては、下記の点に留意の上、適切

に執行されたい。 

 なお、その執行に当たっては、東日本大震災や令和６年能登半島地震をはじめとす

る大規模自然災害からの復旧・復興を図るとともに、「国土強靱化実施中期計画」を

はじめ、国土強靱化の取組を計画的に進めること 。 

また、円滑な事業執行に向けて、材料や燃料費の高騰、納期の長期化等が見られる

場合には、価格や工期の設定について、契約変更（いわゆるスライド条項による変更

を含む。）を含めて適切に対応すること。 

 

記 

 

１ 事務の改善及び効率化について 

(1) 総合評価落札方式における提出資料の簡素化等 

総合評価落札方式の実施に際しては、「「国土交通省直轄工事における総合評

価落札方式の運用ガイドラインについて」の一部改定について」（令和５年３月

30日付け国会公契第 51号、国官技第 402号、国営計第 191号、国北予第 53号）、

「「港湾空港等工事における総合評価落札方式の運用ガイドラインについて」及

び「港湾空港関係における建設コンサルタント業務等のプロポーザル方式及び総

合評価落札方式等運用ガイドライン」の一部改定について」（令和８年３月 31日



 

付け国港総第 1475 号、国港技第 132 号）又は「「建設コンサルタント業務等に

おけるプロポーザル方式及び総合評価落札方式の運用ガイドライン」及び「航空

局等直轄工事における総合評価落札方式の運用ガイドライン」の改定について」

（令和５年７月 31 日付け国空予管第 464 号、国空空技第 181 号）（以下これら

を「総合評価ガイドライン等」という。）に規定する施工能力評価型Ⅰ型の対象

工事のうち、次の①及び②の条件をすべて満たす工事（港湾空港関係においては

②の条件を満たす工事）においては、施工能力評価型Ⅱ型により入札手続を実施

することにより、提出資料を簡素化等できるものとする。 

 

① １件につき予定価格が３億 4,000万円未満の工事 

② 施工計画の提出を求めずに、企業・技術者の能力等の評価により、適切かつ

確実に施工上の性能等が確保されることが確認できる工事 

 

(2) 一括審査方式の更なる活用 

工事への活用については、下記のとおりとする。 

① 総合評価落札方式における企業の技術力審査・評価を効率化するため、以下

の条件をすべて満たす２以上の工事において、提出させる技術資料（技術提案

及び施工計画を含む。）の内容を同一のものとすることができるものとする。 

ただし、(1)を適用する工事については、イ）からニ）までの条件をすべて満

たせばよいものとする。 

イ）支出負担行為担当官又は分任支出負担行為担当官が同一である工事 

ロ）工事の目的・内容が同種の工事であり、技術力審査・評価の項目が同じ工

事 

ハ)「工事請負業者選定事務処理要領」（昭和 41年 12月 23日付け建設省厚第

76号）第３に掲げる工事種別及び同第２第２号の等級区分、「官庁営繕部工

事請負業者選定要領」（昭和 42 年７月１日付け建設省営管第 845 号）第３

に掲げる工事種別及び同第２第２号の等級区分、「契約業者取扱要領」（昭

和 55 年 12 月１日付け港管第 3722 号）第７条第１項に掲げる工事種別及び

同条第２項の等級区分又は「国土交通省所管の契約に係る競争参加資格審査

事務処理要領について」（平成 13年１月６日付け国官会第 22号）別紙「国

土交通省所管の契約に係る競争参加資格審査事務取扱要領」別表第二に掲げ

る業種区分及び別表第一に掲げる等級が同一である工事 

ニ）入札公告、競争参加資格申請書等の提出、入札、開札及び落札決定のそれ

ぞれについて同一日に行うこととしている工事 

ホ）工事の品質確保又は品質向上を図るために求める施工計画又は技術提案の

テーマが同一となる工事 

へ）「請負工事成績評定要領の運用について」（平成 13年 3月 30日付け国官

技第 93 号）別添２「地方整備局工事技術的難易度評価実施要領」別記様式



 

第１「工事技術的難易度評価表」、「営繕工事に係る請負工事成績評定要領

の運用について」（平成 13 年３月 30 日付け国営技第 32 号）別添２「地方

整備局営繕工事技術的難易度評価実施要領」別記様式第 1-1～1-2「工事技術

的難易度評価表」、「官庁営繕部請負工事成績評定要領の運用について」（平

成 13年３月 30日付け国営計第 88号、国営技第 34号）別添２「官庁営繕部

工事技術的難易度評価実施要領」別記様式第 1-1～1-2「工事技術的難易度評

価表」、「請負工事成績評定基準の制定について」（平成 22 年 6 月 1 日付

け国港技第 27-2 号）別添２「工事技術的難易度評価実施基準」別記様式第

１(1)「発注時工事技術的難易度評価表」又は「航空局工事成績評定要領の一

部改正について」（令和５年２月 13日付け国空予管第 1256号、国空空技第

449 号、国空交企第 481 号）別添２「航空局工事技術的難易度評定要領」別

記様式第 1-1～1-4「工事技術的難易度評価表」のいずれかの様式のすべての

大項目及び技術提案又は施工計画を求めるテーマに関連のある小項目の評

価が同じ工事 

② 一括審査方式の適用に当たっては、次の事項に留意するものとする。 

イ）入札公告及び入札説明書の交付は工事ごとに別々に行うこと。 

ロ）落札決定を行う工事の順番を入札公告及び入札説明書において明らかにす

ること。 

③ 一括審査方式の対象工事においては、一括審査の対象工事数を上限に、配置

予定技術者を複数設定し競争に参加できるものとする。地域の建設業者の実情

を的確に把握した上で、工事受注者の偏在等の弊害が生じないよう配慮する。 

 

建設コンサルタント業務等への活用については、下記のとおりとする。 

④ 総合評価落札方式における企業の技術力審査・評価を効率化するため、以下

の条件をすべて満たす２以上の建設コンサルタント業務等（測量、建築関係建

設コンサルタント業務、土木関係建設コンサルタント業務、地質調査業務、補

償関係コンサルタント業務、測量調査及び建設コンサルタント等。以下この項

目において単に「業務」という。）において、提出させる技術資料（実施方針

及び技術提案を含む。）の内容を同一のものとすることができるものとする。 

イ）支出負担行為担当官又は分任支出負担行為担当官が同一である業務 

ロ）業務の目的・内容が同種の業務であり、技術力審査・評価の項目が同じ業

務 

ハ)「建設コンサルタント業務等請負業者選定事務要領」（昭和 45 年 12 月 10

日付け建設省厚第 50 号）第３又は「契約業者取扱要領」（昭和 55 年 12 月

１日付け港管第 3722 号）第７条の２及び第７条の３に掲げる業種区分が同

一である業務 

ニ）手続の公示、参加表明書の提出、入札、開札及び落札決定のそれぞれにつ

いて同一日に行うこととしている業務 



 

ホ）成果品の品質確保又は品質向上を図るために求める実施方針又は技術提案

のテーマが同一となる業務 

⑤ 一括審査方式の適用に当たっては、次の事項に留意するものとする。 

イ）手続開始の公示及び入札説明書の交付は業務ごとに別々に行うこと。 

ロ）落札決定を行う業務の順番を手続開始の公示及び入札説明書において明ら

かにすること。 

 

(3) 入札方式等の取扱い 

① 「一般競争入札方式の手続について」（令和５年 12月 27日付け国会公契第

22号、国官技第 272号、国営計第 130号）、「官庁営繕部所掌の工事における

一般競争入札方式の手続について」（令和５年 12 月 27 日付け国営管第 377

号）、「一般競争入札方式の手続について」（令和５年 12月 22日付け国港総

第 521 号、国港技第 86 号）、「航空局における一般競争入札方式の拡大につ

いて」（平成 17 年 10 月 12 日付け国空予管第 415 号）等に基づき一般競争入

札方式を実施しているが、これを前提としつつ、地域の実情や工事の特性を踏

まえ、契約の性質又は目的により競争に加わるべきものが少数で一般競争入札

に付する必要がないものについては、指名競争入札方式を選択することができ

るものとする。 

② 上記①の場合、技術提案を評価すべき工事その他必要な工事では、総合評価

落札方式を適切に活用すること。 

③ 上記①により指名競争入札方式による場合、入札及び契約手続の透明性・公

正性の確保に遺漏がないよう適切な措置を講じること。 

 

２ 入札及び契約手続における発注者としての規律の保持について 

(1) 昨今、発注関係事務に携わる職員による不適切な事務処理事案が発生している

ことを踏まえ、発注関係事務に携わるすべての職員について、発注者と応札者・

受注者との間の規律保持を徹底すること。 

 

(2) 入札談合への関与行為は、決してあってはならないことであり、これまで講じ

てきたコンプライアンス推進の強化、入札及び契約手続の見直しと情報管理の徹

底等の再発防止対策の実施に万全を期し、入札及び契約手続を厳正に実施するこ

と。また、再発防止対策のうち、入札及び契約手続の見直しについては、「高知

県内の入札談合事案を踏まえた入札契約手続の見直しの実施について」（平成 26

年２月６日付け国地契第 61 号、国官技第 256 号、国営計第 110 号、国北予第 39

号）及び「高知県内の入札談合事案を踏まえた入札契約手続の見直しの実施につ

いて」（平成 26年３月 11日付け国港総第 555号、国港技第 117号）に基づき、

その適用対象になる工事については、遺漏なきよう措置されたい。 

 



 

(3) 不正行為に対しては厳正に対処すること。 

 

３ 円滑な事業執行のための入札及び契約事務の適切な実施 

(1) 政府調達協定の適用対象 

政府調達に関する協定（平成７年条約第 23 号）の適用対象については、令和

８年４月１日以降に締結する契約から、工事については予定価格９億円以上、建

設コンサルタント業務等については予定価格９,000 万円以上の案件とされてい

るので留意すること。 

 

(2) 最新の単価及び積算基準を適用した予定価格の設定等 

令和８年３月から適用している公共工事設計労務単価、設計業務委託等技術者

単価等の最新の単価及び最新の積算基準を適用して予定価格を設定すること。ま

た、工事契約後の資材や労務費の高騰等により請負代金額が不適当となった場合

は、「工事請負契約書第 26条第５項の運用について」（令和４年６月 17日付け

国会公契第６号、国官技第 74号、国営管第 111号、国営計第 56号、国港総第 197

号、国港技第 23号、国空予管第 275号、国空空技第 102号、国空交企第 55号、

国北予第 23号）及び「賃金等の変動に対する工事請負契約書第 25条第６項の運

用について」（平成 26 年１月 30 日付け国地契第 57 号、国官技第 253 号、国営

管第 394号、国営計第 107号、国港総第 471号、国港技第 97号、国空予管第 491

号、国空安保第 711 号、国空交企第 523 号、国北予第 36 号）に基づき、その適

用対象となる工事については遺漏なきよう措置されたい。 

 

(3) 施工時期・履行期限等の平準化及び適切な工期・履行期間の設定 

建設産業における働き方改革の一環として、「施工時期等の平準化に向けた計

画的な事業執行について」（平成 27 年 12 月 25 日付け国官総第 186 号、国官会

第 2855号、国地契第 43号、国官技第 255号、国営管第 355号、国営計第 75号、

国北予第 25 号）、「施工時期等の平準化に向けた計画的な事業執行についての

運用について」（平成 28 年 1 月 8 日付け国港総第 357 号、国港技第 65 号）、

「直轄土木工事における適正な工期設定指針について」（令和２年３月 13 日付

け国技建第 23号）、「受注者の責によらない場合の工期の変更について」（令和

２年３月 23日付け国営建技第 13号）、「国土交通省直轄工事における週休２日

の取組方針について」（令和８年３月 10 日付け国会公契第 21 号、国官技第 492

号）、「機械設備工事における週休２日の取組方針について」（令和８年３月 23

日付け国会公契第 22 号、国官参イ第 241 号）、「国土交通省直轄営繕工事にお

ける週休２日の取組方針について」（令和８年３月 27日付け国会公契第 24号、

国営管第 624 号、国営計第 183 号、国営建技第 11 号）に基づき、適切な工期を

設定するとともに２か年国債及びゼロ国債を活用した計画的な発注及び円滑な

執行等を通じて施工時期や業務の履行期限等の平準化に努めること。 



 

      また、工期・履行期間の設定にあたっては、「「建設工事における猛暑対策サ

ポートパッケージ」を踏まえた工事発注等について」（令和７年 12月 23日付け

国会公契第 11 号、国官技第 342 号）、「設計業務等における猛暑期間・時間を

踏まえた業務発注等について」（令和８年３月 27日付け国官技第 543号）、「営

繕工事における猛暑対策の取組について」（令和８年３月 31日付け国営計第 187

号、国営整第 203号、国営設第 173号）に基づき、猛暑期間に配慮するよう努め

ること。 

 

(4) 適切な規模での発注 

地域企業の活用に配慮しつつ適切な規模での発注による技術者・技能者の効率

的活用を図ることとされたところであり、遺漏なきよう措置されたい。 

なお、中小建設業者等の受注機会の確保を図るため、政府調達協定の対象工事

を除く、技術的難易度が比較的低い工事については、上位等級工事への参入の拡

大を積極的に推進すること。 

 

(5) 技術者の専任等に係る取扱いについて 

監理技術者等の専任等に係る取扱いについては、「監理技術者制度運用マニュ

アルについて」（平成 16 年３月１日付け国総建第 316 号）及び「監理技術者制

度の運用等について」（平成 16年７月 15日付け国地契第 16号、国官技第 75号、

国営計第 46 号）等に基づき、その適用対象となる工事については遺漏なきよう

措置されたい。 

 

(6) 発注者間の連携体制の強化等 

発注者間の協力体制については、「公共工事の品質確保の促進に関する施策を

総合的に推進するための基本的な方針」（平成 17年８月 26日閣議決定、令和６

年 12月 23日一部変更。以下「基本方針」という。）及び「発注関係事務の運用

に関する指針」（平成 27年１月 30日公共工事の品質確保の促進に関する関係省

庁連絡会議申合せ。以下「運用指針」という。）に基づき、公共工事の品質確保

に向けて、地域発注者協議会や地方公共工事契約業務連絡協議会等を通じて他の

発注者との情報交換等を行うとともに、発注関係事務の適切かつ効率的な運用の

実施のために必要な連携や調整等に取り組むこととしている。 

これらを踏まえ、建設業者等における計画的な技術者の配置や円滑な資機材の

調達を図るため、発注見通しを統合して公表するなど、発注者間の一層の連携に

努め、発注者共通の課題への対応や各種施策の推進を図ること。 

 

(7) 中小建設業者等の活用 

工事の性質又は種別、建設労働者の確保、建設資材の調達等を考慮した上、円

滑かつ効率的な施工が期待できる工事については、地元建設業者、専門工事業者



 

等の中小建設業者等の活用を図ること。 

 

(8) 地域維持型契約方式の活用 

地域維持事業の担い手確保が困難となるおそれがある場合には、人員や機械等

の効率的運用と必要な施工体制の安定的な確保を図る観点から、地域の実情を踏

まえつつ、包括発注、複数年契約、地域維持型共同企業体の活用など、地域維持

型契約方式を活用すること。 

 

(9) 概算概略発注により実施する工事の契約変更 

概算数量発注については、「概算概略発注の運用にあたっての留意点について」

（令和５年４月 27 日付け国技建管第２号）又は「施工条件明示について」（平

成 14年５月 30日付け国営計第 24号）に基づき適切に対応すること。 

 

（10）災害復旧工事等における復旧・復興事業の円滑かつ適正な実施 

災害復旧工事等においては、公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成 17

年法律第 18号。以下「品確法」という。）第７条第１項第３号の規定、運用指針

及び「災害復旧における適切な入札方式の適用ガイドラインについて」（令和７

年４月１日付け国会公契第 52 号、国官技第 587 号、国官総第 336 号、国営管第

645 号、国営計第 177 号、国港総第 801 号、国港技第 132 号、国空予管第 1868

号、国空空技第 592 号、国空交企第 488 号、国北予第 39 号）及び「直轄事業に

おける災害発生時の入札・契約等に関する対応について」（令和３年４月 22 日

付け国会公契第４号、国官技第 58号、国官総第６号、国営管第 58号、国営計第

18 号、国港総第 46 号、国港技第５号、国空予管第 42 号、国空空技第 19 号、国

空交企第 14号、国北予第 10号）に基づき、緊急度等を勘案し、入札契約方式を

適切に選択すること等により、早期の復旧に努めること。 

 

（11）被災地域における復旧・復興建設工事共同企業体の活用 

大規模災害の被災地において、平常時に比べて建設工事需要が突発的に著しく

大きくなることにより、被災地域内の企業単体のみでは復旧・復興工事の施工を

十分に担うことができない場合には、「直轄工事における復旧・復興建設工事共

同企業体の取扱いについて」（令和５年３月 29日付け国官公契第 46号、国官技

第 385号、国営管第 652号、国営計第 185号、国港総第 746号、国港技第 137号、

国北予第 51号）に基づき適切に対応すること。 

 

（12）東日本大震災による被災地域における復旧・復興事業の円滑かつ適正な実施 

東日本大震災による被災地域における復旧・復興事業の円滑かつ適正な実施の

ため、「平成 24 年度補正予算等の執行における積算方法等に関する試行につい

て」（平成 25年２月６日付け国技建第７号）及び「東日本大震災の復旧・復興事



 

業における労働者宿舎設置の積算方法に関する試行について」（平成 25 年２月

22日付け国技建第８号）、「東日本大震災の被災地における工事請負契約書第 25

条第５項の運用の簡素化の試行について」（平成 26 年２月３日付け国地契第 63

号、国官技第 257号、国営計第 111号）、「東日本大震災の被災地における工事

請負標準契約書第 25条第５項の運用の簡素化の試行について」（平成 26年２月

３日付け国港総第 482号、国港技第 103号、国空安保第 718号）、「令和８年度 

東日本大震災の復旧・復興事業等における積算方法等について」（令和８年２月

27 日付け国技建管第 6 号）、「令和８年度 東日本大震災の復旧・復興事業等に

おける積算方法等について」（令和８年３月 11 日付け国港技第 115 号）、「東

日本大震災の復旧・復興事業等における積算方法等に関する試行について」（平

成 26 年２月３日付け国空安保第 717 号）等に基づく措置を講じるなど、関係者

と一丸となって取り組むこと。 

 

(13) 熊本地震による被災地域における復旧・復興事業の円滑かつ適正な実施 

熊本地震による被災地域における復旧・復興事業の円滑かつ適正な実施のた

め、「熊本地震の被災地域での建設工事等における予定価格の適切な設定等につ

いて」（平成 28年７月８日付け国技建管第２号）、「令和８年度 熊本地震の復

興・復旧事業等における積算方法等について」（令和８年２月 27 日付け国技建

管第 8号、国技施第６号）等に基づく措置を講じるなど、関係者と一丸となって

取り組むこと。 

 

(14) 円滑な発注及び施工体制の確保について 

上記のほか、事業の執行に当たっては、円滑かつ着実な事業実施のため、「国

土交通省所管事業の執行における円滑な発注及び施工体制の確保に向けた具体

的対策について」（令和６年３月 29日付け国会公契第 40号、国官技第 854号、

国営管第 621号、国営計第 180号、国北予第 28号）、「国土交通省所管事業（港

湾空港関係）の執行における円滑な発注及び施工体制の確保に向けた具体的対策

について」（令和７年３月 27 日付け国港総第 777 号、国港技第 129 号）等に基

づく措置を講じるなど、円滑な施工確保に努めること。 

 

(15) 計画的かつ円滑な事業執行のための国庫債務負担行為（事業加速円滑化国債・

機動的国債）の活用 

① 事業加速円滑化国債 

国土強靱化実施中期計画に基づく事業や大規模災害からの復旧等に関する

事業について、着実な事業の実施が求められているところであり、当初予算を

活用してこれらの事業を実施する際は、「国土交通省所管事業の執行における

円滑な事業執行のための国庫債務負担行為の運用について」（令和３年 11 月

30日付け国官会第 15526号、国官技第 214号、国営管第 476号、国営計第 134



 

号、国港総第 455号、国港技第 57号、国空予管第 596号、国空空技第 338号、

国空交企第 192号、国北予第 38号）に基づき、適切に対応すること。 

また、補助事業において地方公共団体の要望に応じて事業加速円滑化国債が

設定され得ることを踏まえ、補助事業についても、円滑な施工確保に向けた取

組が一層進められていることに留意すること。 

② 機動的国債 

実施計画承認後に生じた事由により、当初の計画どおり執行できないことが

明らかになった事業について、その時点で速やかに機動的国債の活用を検討す

ることとし、当該事由の状況等を総合的に勘案したうえ、より円滑な執行が可

能となる場合は、「国庫債務負担行為を活用した円滑な事業執行について」（令

和４年４月１日付け国官会第 23963号、国官技第 393号、国営管第 885号、国

営計第 223 号、国港総第 770 号、国港技第 115 号、国空予管第 1058 号、国空

空技第 574号、国空交企第 326号、国北予第 80号）に定める取扱いに基づき、

機動的国債を積極的に活用すること。 

 

(16) 前金払及び中間前金払の活用 

円滑な工事代金の流通によって施工体制の確保を図るため、前金払及び中間前

金払の活用推進に取り組むこと。 

 

４ 入札及び契約手続における一層の透明性及び競争性の確保 

(1) 多様な入札契約方式の導入・活用等 

工事の発注に当たっては、品確法第３条第４項及び基本方針第２の４に基づ

き、運用指針及びそれぞれの技術力や発注体制を踏まえつつ、工事の性格や地域

の実情等に応じて、多様な入札契約方式の中から適切なものを選択し、又は組み

合わせて適用するよう努めること。 

① 水門設備工事などの機械・設備工事のうち、特殊性を有する工事については、

その態様等に応じて、詳細設計付工事発注方式、設計施工一括発注（デザイン

ビルド）方式、本体・設備一括発注方式など多様な入札契約方式の導入を図る

こと。また、必要に応じて、CM（コンストラクション・マネジメント）方式の

活用に努めること。 

② それ以外の工事については、必要に応じて、詳細設計付工事発注方式、設計

施工一括発注（デザインビルド）方式や CM（コンストラクション・マネジメン

ト）方式等の活用に努めるほか、通信設備工事については、「通信設備工事に

おける維持管理付き工事の試行について」（平成 22 年 12 月 16 日付け国地契

第 36号、国官技第 264号）に基づき、維持管理付き工事の試行に努めること。 

また、一般競争入札方式による場合、技術的難易度が低い工事については、

より一層の競争を促進させる観点から、「一般競争入札方式の手続について」

（令和５年 12 月 27 日付け国会公契第 22 号、国官技第 272 号、国営計第 130



 

号）３⑵④、「官庁営繕部所掌の工事における一般競争入札方式の手続きにつ

いて」（令和５年 12月 27日付け国営管第 377号）３⑵④、「一般競争入札方

式の手続について」（令和５年 12 月 22 日付け国港総第 521 号、国港技第 86

号）３⑵④又は「一般競争入札等の競争参加資格における施工実績に係る要件

を緩和する工事の試行について」（平成 22年 4月 19日付け国空予管第 109号、

国空技企第 12 号）により、競争参加資格の施工実績に係る要件において工事

量を求めないこととしているので、その適切な実施に努めること。 

 

(2) 政府調達協定対象工事における一般競争入札方式の競争参加資格とする経営

事項評価点数 

政府調達に関する協定の適用対象となる工事に関し、比較的工事規模が小さく

技術的難易度の低い一般土木工事、建築工事、電気設備工事及び暖冷房衛生設備

工事については、「一般競争入札方式の手続について」（令和５年 12月 27日付

け国会公契第 22 号、国官技第 272 号、国営計第 130 号）３⑴③及び「官庁営繕

部所掌の工事における一般競争入札方式の手続きについて」（令和５年 12 月 27

日付け国営管第 377号）３⑴③により、建設業者の施工能力が確保でき、工事の

質の低下を招くおそれがない場合には、競争参加資格とする経営事項評価点数の

引き下げを適切に図ること。 

 

(3) 中立かつ公正な審査の確保 

総合評価落札方式における技術提案の審査に当たっては、その拡大と拡充の状

況に鑑みれば、一層の透明性の向上を図ることが必要であることから、「総合評

価方式及びプロポーザル方式における技術提案の審査に関する体制について」

（平成 18 年７月 11 日付け国官総第 263 号、国官会第 495 号、国地契第 38 号、

国官技第 92号、国営計第 54号）又は「総合評価方式における技術提案の審査に

関する体制について」（平成 18年 9月 27日付け国空予管第 388号）に基づき、

中立かつ公正な実施に努めること。 

また、技術提案等の採否の通知については、「総合評価落札方式の実施に伴う

手続について」（平成 12 年９月 20 日付け建設省厚契発第 32 号、建設省技調発

第 147号、建設省営計発第 132号）、「総合評価落札方式の実施に伴う手続につ

いて」（平成 12 年 12 月 11 日付け建設省営管発第 450 号、建設省営計発第 158

号）、「総合評価落札方式における手続きについて」（平成 14年２月 22日付け

国港管第 1188 号、国港建第 272 号）又は「総合評価落札方式における手続きに

ついて」（平成 17年６月３日付け国空予管第 130号、国空建第 24号）に基づき

実施するとともに、「総合評価落札方式における技術提案等の採否に関する詳細

な通知の実施について」（平成 22年４月９日付け国地契第２号、国官技第９号、

国営計第５号）、「総合評価落札方式における技術提案等の採否に関する詳細な

通知の実施について」（平成 22年４月 15日付け国営管第 26号、国営計第８号）、



 

「総合評価落札方式における技術提案等の採否に関する詳細な通知の実施につ

いて」（平成 22年４月９日付け国港総第 27号、国港技第２号）又は「総合評価

落札方式における技術提案等の採否に関する詳細な通知の実施について」（平成

22 年４月 28 日付け国空予管第 182 号、国空技企第 15 号）の定めるところに従

い、技術提案等の採否に関する詳細な通知及び通知に関する問い合わせ窓口の設

置を適切に実施すること。落札結果等については、できるだけ早期に、評価項目

ごとに評価の結果を公表する等、適切に情報提供を行うこと。 

なお、応札者が技術提案を作成する上で必要となる資料の提供にあたっては、

個人情報や予定価格の類推を可能とする情報を公表しないよう措置するととも

に、受発注者双方の事務負担軽減や情報の共有化の観点から、技術提案を作成す

る上で参考となる工事関連データの提供や IT を活用した工事説明会の実施に努

めること。 

 

(4) 公共事業等からの暴力団排除の推進 

予算決算及び会計令（昭和 22年勅令第 165号）第 70条第３号の規定及び「あ

らゆる契約からの暴力団排除の推進について」（平成 24年３月 19日付け国官会

第 3166 号、国地契第 89 号、国港総第 704 号、国北予第 34 号）又は「あらゆる

契約からの暴力団排除の推進について」（平成 24 年３月 23 日付け国空予管第

444 号）に従い、国土交通省が行う公共事業等からの暴力団排除の徹底を図るこ

と。 

また、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成 12 年法律

第 127 号。以下「入札契約適正化法」という。）第 11 条に基づく措置を適切に

実施し、建設業からの暴力団排除についても徹底を図ること。 

 

(5) 入札ボンド制度の活用 

いわゆる「入札ボンド制度」については、「入札保証金の取扱いに関する試行

について」（平成 24年３月 19日付け国官会第 3186-2号、国地契第 91号、国北

予第 36 号）、「入札保証金の取扱いに関する試行について」（平成 24 年 10 月

２日付け国営管第 255号）、「入札保証金の取扱いに関する試行について」（平

成 22 年５月 20 日付け国港総第 135 号、国港技第 20 号）又は「入札保証金の取

扱いに関する試行について」（平成 24年 3月 23日付け国空予管第 446号）に基

づき引き続き適切な実施に努めるとともに、地方公共団体等における導入状況も

踏まえ、更なる対象の拡大に努めること。 

 

(6) 随意契約の見直し 

随意契約（プロポーザル方式を含む。）については、これまでも「随意契約見

直し計画」（平成 18年６月策定、平成 19年１月改訂）及び「国土交通省におけ

る随意契約の総点検、見直しについて」（平成 19 年 12 月 26 日とりまとめ）に



 

従い、応募要件の見直しによる民間参入の拡大、契約方式の見直しによる競争性

の向上、第三者機関の監視体制の強化などの措置を着実に推進してきているとこ

ろであるが、なお一層の民間参入の拡大や契約方式における競争性の向上に取り

組むとともに、入札監視委員会による監視を通じて、一層の適正化を図ること。 

また、プロポーザル方式による調達に当たっては、技術提案書の特定前に第三

者機関による審査を実施すること等により、契約の透明性の確保を図ること。 

 

(7) 調達改善計画の推進 

競争性の確保や調達コストの縮減、調達対象の品質確保などの観点から調達改

善を図ることとし、その具体的な取組内容や目標などを定めた「令和８年度国土

交通省調達改善計画」を適切に推進すること。 

 

(8) 再委託の厳正な取扱い 

建設コンサルタント業務等における再委託については、契約書において一括し

て、又は設計図書等で指定した部分を再委託することを禁止するとともに、あら

かじめ指定した軽微な部分を除く一部の再委託についても承諾を得るものとさ

れている。また、「土木設計業務等委託契約における再委託の承諾手続等の運用

について」（平成 20 年９月１日付け国官技第 110-2 号、国技建第５号）におい

て、「設計業務共通仕様書」が適用される業務のうち、随意契約（プロポーザル

方式を含む。）により調達を行う業務については、再委託額が業務委託料の 1/3

を超える場合は、その理由を確認し、やむを得ない理由が認められる場合におい

て承諾するよう措置したところであり、不適切な再委託が行われないよう厳正な

取扱いを行うこと。 

 

５ 公共工事等の品質確保の促進 

(1) 総合評価落札方式 

品確法第 15 条第１項本文及び基本方針第１に基づき、落札者の決定に際して

は、総合評価落札方式を基本とすること。 

 

(2) インフラ分野の DXの推進 

建設生産プロセス全体の生産性を向上させ、魅力ある建設現場を目指す i-

Constructionの推進に当たり、デジタル技術を活用した業務・工事を実施するこ

ととしており、「i-Constructionにおける「ICTの全面的な活用」について」（令

和８年３月 13 日付け国官技第 513 号、国官参イ第 238 号）、「i-Construction

における「ICTの全面的な活用」の実施要領等について」（令和８年３月 13日付

け国技建管第 12号、国技建調第１号、国技施第９号）、「「直轄土木業務・工事

における BIM/CIM 適用に関する実施方針」について」（令和８年３月 17 日付け

国官技第 531号）、「「港湾事業における ICTの全面的な活用の推進に関する実



 

施方針」について」（令和７年３月 27 日付け国港技第 123 号）、「港湾事業に

おける「ICTの全面的な活用」に関する基準の改定について」（令和８年３月 26

日付け国港技第 129号）、「「港湾事業における BIM/CIM活用に関する実施方針」

について」（令和７年３月 27 日付け国港技第 124 号）、「空港土木施設におけ

る ICT の全面的な活用の推進に関する実施方針について」（令和３年３月 30 日

付け国空空技 373号）及び「「官庁営繕事業における生産性向上技術の活用方針」

の改定について」（令和８年３月 31 日付け国営計第 189 号、国営整第 206 号、

国営設第 175号）に示された実施方針等に基づき、当該業務・工事を積極的に導

入・活用し、建設生産プロセス全体の最適化を図ること。 

また、上記以外にもデジタル技術を積極的に活用して、管理者側の働き方やユ

ーザーに提供するサービス・手続きなども含めて、インフラまわりをスマートに

し、従来の「常識」を変革するインフラ分野の DX（デジタル・トランスフォーメ

ーション）を推進すること。 

 

(3) 総合評価落札方式の適切な運用と技術評価点の加算点の適切な設定 

総合評価落札方式の実施に際しては、総合評価ガイドライン等に基づき、工事

内容、規模、要求要件等に応じて、類型の選定や評価項目・配点の設定等を適切

に実施すること。なお、企業の急激な受注増加に伴う工事品質への影響や中長期

的な技術者の確保・育成にも留意すること。 

また、企業の施工能力を評価する施工能力評価型と、施工能力に加え技術提案

を求めて評価する技術提案評価型への二極化、段階的選抜方式の更なる活用等、

技術力評価の簡素化・効率化に努めること。なお、段階的選抜方式の実施に際し

ては、一般競争入札方式における過程の中で実施すること。 

 

(4) 施工体制確認型総合評価落札方式の試行の実施 

「施工体制確認型総合評価落札方式の試行について」（平成 18年 12月８日付

け国地契第 72 号、国官技第 243 号、国営計第 117 号）、「施工体制確認型総合

評価落札方式の試行について」（平成 18 年 12 月８日付け国営管第 282－3 号、

国営計第 129号）、「施工体制確認型総合評価落札方式の試行について」（平成

18 年 12 月８日付け国港総第 683 号、国港建第 175 号）又は「施工体制確認型総

合評価落札方式の試行について」（平成 19 年 1 月 9 日付け国空予管第 644 号）

に基づき、施工体制確認型総合評価落札方式の試行を図ること。 

なお、調査基準価格以上の価格で申込みを行った者についても、直ちに入札説

明書等に記載された要求要件を確実に実施できる施工体制が整っているとの評

価をするのではなく、施工体制が必ずしも十分に確保されないと認める事情があ

る場合には、施工体制を慎重に確認すべきものであることに留意すること。また、

施工体制の審査・評価は迅速に実施すること。 

 



 

(5) 総合評価落札方式における試行の実施 

地元企業の活用により地元調整の円滑化や現場事情に精通した施工の早期実

施が期待される工事については、「地元企業活用審査型総合評価落札方式の試行

について」（平成 21 年８月３日付け国地契第 13-2 号、国官技第 86-4 号、国営

計第 45-2号）、「地元企業活用審査型総合評価落札方式の試行について」（平成

21 年８月３日付け国港総第 389-2 号、国港技第 24-2 号）又は「地元企業活用審

査型総合評価落札方式の試行について」（平成 21 年８月 21 日付け国空予管第

446号、国空技企第 70号）に定める手続により、同方式の積極的な活用を図るこ

と。 

また、特定専門工事が工事全体に占める重要度の高い工事については、「特定

専門工事審査型総合評価落札方式の試行について」（平成 24年６月 11日付け国

地契第 12 号、国官技第 59 号、国営管第 110 号、国営計第 26 号、国港総第 268

号、国港技第 64号、国北予第 12号）又は「下請負人の見積を踏まえた入札方式

の試行について」（国地契第 13号、国官技第 60号、国営管第 111号、国営計第

27号、国土入企第１号、国港総第 270号、国港技第 65号、国北予第 13号）に基

づき、特定専門工事審査型総合評価落札方式又は下請負人の見積もりを踏まえた

入札方式の試行に努めること。 

 

(6) 総合評価落札方式における評価項目の適切な設定 

総合評価落札方式の実施に際しては、総合評価ガイドライン等において、施工

能力評価型では、企業・技術者の能力等を評価項目として過去一定期間の工事成

績及び表彰を設定することとなっているが、十分な技術力を持つにも関わらず評

価対象となる実績を持たない企業や技術者に対しても受注機会が拡大されるよ

う、工事の規模や地域の実情に応じて、実績にとらわれない評価項目の設定に努

めるとともに、都道府県等の他の発注機関における実績についても、評価項目と

して積極的に活用すること。なお、他の発注機関における実績の活用に当たって

は、直轄工事の工事成績評定点と他の発注機関の工事成績評定点との算出に係る

評価方法及び平均点の違いに留意し、必要に応じて評価点の調整等を実施するこ

と。 

また、評価方法の多様な取組については、計画的にＰＤＣＡサイクルに基づく

検証を行うこと。 

 

(7) 技術提案・交渉方式の積極的な活用 

技術提案・交渉方式の実施に際しては、「国土交通省直轄工事における技術提

案・交渉方式の運用について」（令和７年２月 19日付け国会公契第 32号、国官

技第 441 号、国営管第 432 号、国営計第 143 号、国北予第 25 号）及び「国土交

通省港湾空港関係直轄工事における技術提案・交渉方式の運用について」（令和

元年９月 12日付け国港総第 269号、国港技第 46号）に基づき、工事の内容等を



 

踏まえ積極的に活用し、その手続を適切に実施すること。 

 

(8) 事業促進ＰＰＰの適切な運用 

事業促進ＰＰＰの実施に際しては、「「国土交通省直轄の事業促進ＰＰＰに関

するガイドライン」平成 31 年３月（令和６年４月一部改正）の一部修正につい

て」（令和６年 12月 25日付け国会公契第 24号、国官技第 361号、国営整第 160

号）に基づき、その手続を適切に実施すること。 

 

(9) 建設コンサルタント業務等における総合評価落札方式に関する品質確保対策 

建設コンサルタント業務等の発注における総合評価落札方式については、技術

提案の「履行確実性」総合評価落札方式について、「建設コンサルタント業務等

における総合評価落札方式に関する新たな品質確保対策の試行について」（平成

22 年４月 27 日付け国地契第５号、国官技第 26 号、国営整第 22号）、「建設コ

ンサルタント業務等における総合評価落札方式に関する新たな品質確保対策の

試行について」（平成 24 年３月２日付け港湾局総務課・技術企画課事務連絡）

及び「建設コンサルタント業務等における総合評価落札方式に関する新たな品質

確保対策の試行について」（平成 22 年４月 27 日付け国営管第 70 号、国営整第

24号）に基づき、適切に試行すること。 

 

(10) 調査及び設計業務等の品質確保 

① 調査及び設計業務等の品質確保と技術者の育成を目的として、「公共工事に

関する調査及び設計等の品質確保に資する技術者資格登録規程」（平成 26 年

国土交通省告示第 1107号）を告示し、調査（点検及び診断を含む。）、設計等

の業務内容に応じた必要な知識・技術を明確化し、それを満たす技術者資格を

登録する制度を創設した。本趣旨を踏まえ、国土交通省登録技術者資格の適切

な活用を図ること。 

なお、本制度の趣旨は、登録されていない資格について活用をただちに妨げ

るものではないことも併せて理解の上、業務の発注要件の設定等に当たり配慮

すること。 

② ４(1)において、水門設備工事等特殊性を有する工事については、詳細設計

付工事発注方式や設計施工一括発注方式（デザインビルド）の導入を図ること

としたところであるが、これらの方式によらずに行う設計業務の発注に当たっ

ては、業務を実施する上で必要となる技術的能力の確認を確実に実施するとと

もに、設計・施工分離の原則に基づき、施工方法等に関連する設計を適切に実

施することができるよう、業務の内容や範囲等の設定に留意すること。 

 

(11) 設計照査における建設コンサルタントの活用 

詳細設計付工事発注方式及び設計施工一括発注（デザインビルド）方式等の実



 

施においては、必要に応じ、設計照査に建設コンサルタントを活用するなど、設

計の品質確保にも努めること。なお、建設コンサルタントを活用する場合、資格

要件を適切に設定すること。 

 

(12) 国土交通省による発注者の支援 

各発注者において、発注関係事務を適切に実施することが困難である場合に

は、当該発注者からの要請に応じ、発注準備、入札・契約、監督・検査等支援策

として協力を行うことが考えられる事項について、必要な措置を講じること。 

 

(13) 補助事業等における公共工事の品質確保について 

地方公共団体発注の公共工事における品質確保も重要であることから、本省の

補助事業等担当部局から貴局の補助事業等担当部局に対し、別途、次に掲げる事

項を内容とする通知がなされているので、承知おかれたいこと。 

① 地方公共団体発注の公共工事の品質確保に関する総合評価落札方式の実施

等の取組の費用に対しては、測量設計費による支弁が可能であり、その旨周知

を図ること。 

② 補助事業等における公共工事の品質確保に関する取組みを確認するため、補

助金交付申請、実績報告時等の際に、取組の実施状況の確認等を行うこと。 

 

(14) 新技術の積極的活用 

公共工事の品質確保のためには、民間等の分野における技術開発が促進され、

優れた技術を積極的かつ円滑に導入していく必要があることから、「公共工事等

における新技術活用の促進について」（平成 18年７月５日付け国官技第 86号、

国官総第 237号）、「「公共工事等における新技術活用システム」実施要領につ

いて」（平成 18年７月５日付け国官技第 87号、国官総第 238号、国営整第６号、

国総施第 60 号）及び「新技術導入促進型総合評価方式の導入について」（平成

29年 11月 10日付け国地契第 37号、国官技第 183号、国営計第 83号、国北予第

15号）に基づき、設計段階における新技術の導入検討、工事発注段階における発

注者指定による新技術活用工事の実施など有用な新技術の一層の活用促進を図

ること。 

 

(15) ISO9001 認証に基づく品質マネジメントシステムを活用したモデル工事の試

行 

公共工事の更なる品質向上と監督業務の効率化を図るものとして、「ISO9001

活用モデル工事の試行について」（令和元年８月 27 日付け国官技第 175 号）に

基づき、受注者の品質マネジメントシステムを積極的に活用するとともに、運用

に当たり第三者機関（ISO 認証審査登録機関）の監査を取り入れた ISO9001 活用

モデル工事の試行の積極的な実施を図ること。 



 

 

６ 著しい低価格による受注への対応等 

(1) 公共工事に係るいわゆるダンピング受注については、公共工事の品質の確保、

建設業の健全な発展を図る観点から排除に努める必要があることから、「緊急公

共工事品質確保対策について」（平成 18年 12月８日付け国官総第 610号、国官

会第 1334号、国地契第 71号、国官技第 242号、国営計第 121号、国総入企第 46

号）、「緊急公共工事品質確保対策について」（平成 18年 12月８日付け国営管

第 282-2号、国営計第 128号）又は「緊急公共工事品質確保対策について」（平

成 19 年 1 月 9 日付け国空予管第 646 号）等に基づく施工体制確認型総合評価落

札方式や低入札価格調査制度対象工事に係る特別重点調査の試行等の諸対策に

ついて、引き続き遺漏のない実施を図ること。 

  また、入札契約適正化法第 12 条及び建設業法第 20 条の規定に基づき、「工事

費内訳書の提出について」（平成 27 年３月６日付け国地契第 84 号）及び「請負

代金内訳書の提出について」（平成７年９月 28 日付け建設省厚契発第 42 号）に、

労務費・材料費等新たに記載すべき事項が追加されたことを踏まえ、遺漏のない

内訳書の提出の周知を徹底すること。 

 

(2) 建設コンサルタント業務等については、「建設コンサルタント業務等に係る低

入札価格調査の運用について」（平成 19 年 10 月５日付け国地契第 34 号、国官

技第 172号、国営整第 84-4号、国土用第 14-5号）、「建設コンサルタント業務

等に係る低入札価格調査の運用について」（平成 19 年 12 月３日付け国営管第

280-4 号、国営整第 105-2 号）又は「建設コンサルタント業務等に係る低入札価

格調査の運用について」（平成 19年 10月 5日付け国空予管第 561-5号、国空建

第 102-2号）に基づき、工事と同様に、契約内容に適合した履行がされないおそ

れがあると認められる低価格による入札の的確な排除に向けて、遺漏のないよう

取り扱われたい。 

また、低入札価格調査を経て契約した業務のコスト構造を詳細に把握するた

め、「業務コスト調査について」（平成 20 年３月 31 日付け国地契第 75 号、国

官技第 323号、国営整第 179号、国土用第 59号）、「業務コスト調査について」

（平成 20 年８月 29 日付け国営管第 138-3 号、国営整第 57-2 号）、「業務コス

ト調査について」（平成 21年３月 31日国港総第 960-3号、国港技第 103号）又

は「業務コスト調査について」（平成 21年 1月 19日付け国空予管第 772号、国

空技企第 123号）に基づき、業務コスト調査を実施しているところであるが、引

き続き遺漏のない実施を図ること。 

 

(3) 平成 26 年度より実施している国土交通省直轄工事における建設業者の社会保

険加入対策及び法定福利費の適正な考慮については、「発注者と建設業所管部局

が連携した建設業者の社会保険等未加入対策について」（平成 26年５月 16日付



 

け国地契第４号、国官技第 23 号、国営管第 40 号、国営計第 11 号、国土建第８

号、国港総第 34 号、国港技第７号、国空予管第 49 号、国空安保第 31 号、国空

交企第 54 号）又は「発注者と建設業所管部局が連携した建設業者の社会保険等

未加入対策について」（平成 26 年６月 16 日付け国官会第 489 号、国土建第 42

号）、「「工事請負契約書の制定について」等の一部改正について」(平成 29年

８月 25日付け国地契第 22号、国北予第８号) 又は「「工事請負標準契約書の制

定について」等の一部改正について」（平成 29年９月１日付け国港総第 254号）

及び「「請負代金内訳書の提出について」の一部改正について」（平成 29年９月

22日付け国地契第 27号、国官技第 145号、国営計第 64号）に基づく措置を適切

に実施すること。 

 

７ 総合評価落札方式における賃上げを実施する企業に対する加点措置 

総合評価落札方式において、賃上げ実施企業に対して加点措置を行う際には「総

合評価落札方式における賃上げを実施する企業に対する加点措置について（工事及

び建設コンサルタント業務等）」（令和８年３月 31 日付け国官会第 22759 号、国

官技第 571号、国営管第 634号、国営計第 186号、国港総第 1472号、国港技第 133

号、国空予管第 1604号、国空空技第 593号、国空交企第 440号、国北予第 35号）、

「総合評価落札方式における賃上げを実施する企業に対する加点措置について」

（令和３年 12月 24日付け国官会第 16409号、国官技第 243号、国営管第 528号、

国営計第 150 号、国港総第 526 号、国港技第 65 号、国空予管第 677 号、国空空技

第 381 号、国空交企第 210 号、国北予第 47 号）や関連する通知等に基づき適切に

実施すること。 

 

８ ワーク・ライフ・バランス等推進企業を評価する取組について  

  総合評価落札方式、及び企画競争方式（プロポーザル方式を含む）における全て

の公共工事等（建設コンサルタント業務等を含む）において、ワーク・ライフ・バラ

ンス等を推進する企業として法令に基づく認定を受けた企業その他これに準ずる企

業を加点評価する際には、「公共工事等におけるワーク・ライフ・バランス等推進企

業を評価する取組について」（令和７年２月３日付け国官技第 377 号、国営管第 412

号、国営計第 135号、国営整第 176号）、「「女性の活躍推進に向けた公共調達及び

補助金の活用に関する取組指針」に基づく直轄工事及び業務（港湾関係）の調達にお

ける取組等について」（令和７年６月 18日付け港湾局総務課・技術企画課事務連絡）、

「航空局工事等におけるワーク・ライフ・バランス等推進企業を評価する取組の実施

について」（令和７年９月 25 日付け航空局予算・管財室・航空ネットワーク部空港

技術課・交通管制部交通管制企画課事務連絡）及び「「女性の活躍推進に向けた公共

調達及び補助金の活用に関する取組指針」に基づく物品役務等の調達における取組等

について」（令和７年５月７日付け総合政策局共生社会政策課・大臣官房会計課事務

連絡）に基づき適切に実施すること。 

 


